
地方公共団体が、効率的に事務を行うための手段

の一つに、他の地方公共団体と事務の共同処理を行

うなどの広域化がある。ただ、一口に広域化といっ

ても一部事務組合や広域連合をはじめ、協議会の設

置、事務の委託や機関等の共同設置によるもの、任

意の協議会など、その形態はさまざまである。

「地方分権推進委員会第２次勧告」（平成９年７月

８日）においては、「住民の日常生活や経済活動がま

すます広域化する一方で、多様化・高度化する住民

ニーズに対応した高度の行政サービスの提供が求め

られていることから、今まで以上に積極的に広域行

政の推進に取り組む必要がある。」とされ、その後、

平成の大合併が行われた結果、平成１８年３月３１日現

在、広域行政圏の基準の１０万人に満たない市町村は

１,５６１団体、うち人口１万人未満の市町村は４９６団体

まで減少している。

広域化のメリットは、「住民サービスの向上」と

「財政効果」に大別される。本稿では、このうち財政

効果、すなわち広域化によるスケールメリットに着

目し、自治体規模と経費の関係を分析する。具体的

には、歳出の目的別区分により人口１人当たりの経

費と人口との相関をみることによって、スケールメ

リットがどのように働くのかを考察した上で、広域

化の可能性等について触れてみたい。

なお、本稿においては、財政効果に着目して、ど

れぐらいの人口規模が合理的かを分析するため、市

町村合併についても、便宜上「広域化」の概念に含

めて議論することをあらかじめお断りしておく。

行政目的別の分析を行う前に、まず性質別経費と

人口との関係の特徴をみてみたい。なお、分析は、

平成１７年度「地方財政状況調査」及び「公共施設状

況調査」の結果のうち人口５０万人未満の市町村に係

るものをベースとしている。歳出の性質別区分と全

国市町村の歳出は表１のとおりである。以下、主な

経費の特徴を概観する。

○人件費

人件費は、事業費支弁に係るものを除いた一切の

給与費である。なお、退職手当は、団体間・年度間

での差が大きいので、今回の分析においては控除し

ている。

図１及び表２は、住民一人当たり人件費と人口の

関係を表している。人口１０万人まで住民一人当たり

経費は大きく減少していき、人口１０万人からは減少

幅が緩やかとなり、人口３０万人程度からは、若干逓

増する。人口規模が一定を超えると逓増するのは、

特例市や中核市において、民生行政・保健衛生・都

市計画等・環境保全行政に関する事務などの事務移

譲があるためと考えられる。

性質別経費の分析はじめに
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自 治 の 
窓 

事務広域化の財政効果

大阪府総務部市町村課　　高田　隆慶

表１　性質別経費と歳出総額に占める構成比
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○物件費

物件費は、賃金・旅費・交際費・需用費・役務

費・備品購入費・委託料などである。

図２及び表３は、住民一人当たり物件費と人口の

関係を表している。人口１０万人の手前あたりまでは

大きく減少し、そのまま逓減していく。なお、物件

費のうち５０.１％は委託料が占めているため、各地方

公共団体の事務委託化の状況によって大きく影響を

受けていると考えられる。

○扶助費

扶助費は、生活保護法による生活扶助など、被扶

助者に対して支給する費用である。

図３及び表４は、住民一人当たり扶助費と人口の

関係を表している。他の費目と違い、グラフは逓増

傾向にあるが、団体間で非常に大きなばらつきがあ

る。なお、町村においては、福祉事務所の設置が義

務づけられていないため、他の費目と異なり、人口

５万人未満の区分においても、住民一人当たり経費

が高くならない。
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図１　住民一人当たり人件費と人口の関係

表２　住民一人当たり人件費

図２　住民一人当たり物件費と人口の関係

表３　住民一人当たり物件費

図３　住民一人当たり扶助費と人口の関係

表４　住民一人当たり扶助費
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○補助費等

補助費等は、報償費・役務費・負担金・補助金・

交付金・補償金・補填金・賠償金・償還金などであ

る。

図４及び表５は、住民一人当たり補助費等と人口

の関係を表している。人口が増えるにつれて住民一

人当たり経費は減少している。人口１０万人の手前あ

たりまでは大きく減少し、そのまま逓減し横ばいと

なる。一部事務組合等を構成している市町村におい

ては、組合等への負担金がこの費目に計上され、ま

た、病院事業会計への繰出金も同様であるため、人

口規模の大きな団体区分でも比較的ばらつく傾向に

あると考えられる。

○普通建設事業費

普通建設事業費は、公共施設の新増設などの投資

的経費である。

図５及び表６は、住民一人当たり普通建設事業費

と人口の関係を表している。ある程度の人口規模ま

では減少傾向にあるが、かなりのばらつきがある。
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図４　住民一人当たり補助費等と人口の関係

表５　住民一人当たり補助費等

図５　住民一人当たり普通建設事業費と人口の関係

表６　住民一人当たり普通建設事業費

図６　住民一人当たり繰出金と人口の関係

表７　住民一人当たり繰出金

00自治大阪2008.03月号  08.3.24 4:15 PM  ページ 34



その年度の政策による投資的事業の状況や道路等の

整備状況、施設の老朽化の状況などが要因と考えら

れる。

○繰出金

繰出金は、国民健康保険事業、介護保険事業や地

方公営企業法を適用していない公営企業会計に対し

て支出する経費である。

図６及び表７は、住民一人当たり繰出金と人口の

関係を表している。人口５万人あたりまで大きく減

少し、ほぼ横ばいとなる。各特別会計の財務状況等

により、ばらつきが生じるものと考えられる。

次に、ここまでみてきた性質別経費と人口の関係

の特徴を踏まえて、目的別の経費と人口の関係を考

察していく。決算状況調査における歳出の目的別区

分は、表８のとおりである。

今回の分析の対象としたのは、「議会費」、「徴税

費」、「清掃費」、「消防費」、「小・中学校費」である。

分析の対象外とした経費は、土木費は投資的経費

が多く、年度間で変動が大きいこと、労働費・農林

水産業費・商工費・災害復旧費は、経費が少額であ

ること、民生費は、扶助費が大半を占めているため、

性質別経費の分析のとおり、広域化による財政効果

が見込めないことなどの理由による。

残る経費のうち、各地方公共団体共通の事務が存

在し、広域化の可能性、または、その効果が大きい

と考えられる経費として、上記５費目を考察対象と

した。

なお、以下の分析では、年度間の変動が大きい普

通建設事業に係る経費は、各費目の歳出から除いて

いる。表９は、目的別経費に占める各性質別経費の

割合である。

○議会費

議会費とは、議員の報酬及び費用弁償、議会事務

局の職員の人件費及び一般需用費等、議会運営に要

する経費である。

図７及び表１０は、住民一人当たり議会費と人口の

関係を表している。人口１０万人まで、住民一人当た

り経費は大きく減少していき、人口１０万人を超えた

目的別経費の分析
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表９　目的別経費における主な性質別経費の占める割合

図７　住民一人当たり議会費と人口の関係

表８　主な目的別経費
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あたりから減少幅が緩やかになっている。

議会費のうち人件費の占める割合は９１.４％と、そ

のほとんどを人件費が占める（表９）。そのため人口

３０万人あたりまでは、住民一人当たり人件費のグラ

フ（図１）に類似したグラフとなる。

しかし、地方自治法第９１条に人口区分と議員定数

の上限の定めがあり、例えば、人口５万人の２市が

合併し人口１０万人の市になった場合、議員定数の上

限は６０人から３４人となる。また、中核市等への権限

移譲には、議会経費に関わる部分がないため、住民

一人当たり人件費のグラフとは異なり、人口規模が

大きくなっても逓増していない。

このように、議会費は、人口規模による経費の削

減効果があるが、考えられる広域化の手法は、市町

村合併などに限られる。

○徴税費

徴税費とは、税務関係職員に係る人件費、納税貯

蓄組合設置補助金、税務調査費、還付加算金などに

要する経費である。

図８及び表１１は、住民一人当たり徴税費と人口の

関係を表している。人口２０万人まで、住民一人当た

り経費は減少していき、人口２０万人以上ではほぼフ

ラットになっている。

徴税費のうち人件費の占める割合は７１.９％と、そ

の大半を人件費が占める（表９）。そのため人口３０

万人あたりまでは、住民一人当たり人件費のグラフ

（図１）に類似したグラフとなる。しかし、議会費と

同様、中核市等への権限移譲に税務経費に関わる部分

がないため、人口規模が大きくなっても逓増しない。

広域化の手法としては、市町村合併や滞納整理組

合の設置などが考えられるが、それ以外の取組とし

て、京都府において、平成２０年秋に全国で初の広域

連合を発足する動きがある。これは、京都府と２５市

町村が共同で地方税の課税及び徴収業務を行うもの

で、府・市の重複業務の排除や地方税電子申告シス

テム「ｅＬＴＡＸ」の導入、外部委託の推進などによ

り、現行９５８人から約３割の削減となる７０１人で業務

が可能となることを見込んでいる。また、税情報や

ノウハウなどの共有、システムの一元化など様々な

スケールメリットが考えられる。

このように、これまであまり広域化が進んでいな

かった税務行政分析などにおいても広域化の手法が

試みられつつある。

○清掃費

清掃費とは、ごみ処理やし尿処理に要する経費で

ある。

図９及び表１２は、住民一人当たり清掃費と人口の

関係を表している。傾向として、人口１０万人まで住

民一人当たり経費は減少していき、住民一人当たり

１万５千円程度に収れんしていくが、相当大きなば

らつきがある。また、人口１０万人未満には、経費の

高い団体とならんで非常に低い団体も多く分布して
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表１０ 住民一人当たり議会費 図８　住民一人当たり徴税費と人口の関係

表１１ 住民一人当たり徴税費
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いる。

清掃費のうち物件費の占める割合は４０.０％、補助

費等の占める割合は３８.２％で、大半を物件費と補助

費等が占めている（表９）。これは、委託や一部事務

組合等で事務を実施している団体が多いためと考え

られる。

廃棄物処理に係る事務の多くは、委託化の方向へ

転換してきているが、その実施状況はまちまちであ

る。また委託化が進んでいる団体にあっても、委託

している事務の内容により、委託料の水準には大き

な差がみられる。その他にも、し尿処理費は、下水

道の普及率の高低により、大きな差が生じうる。

広域化の手法としては、市町村合併、一部事務組

合や他市町村への事務委託などが考えられる。環境

衛生分野において、事務の委託は５０４件、一部事務

組合は１,３１３件となっている（「地方公共団体間の事

務の共同処理の状況調」（平成１８年７月１日現在））。

なお、ここでは維持管理コストに相当する経費し

か取り上げていないが、清掃費は、投資的経費にお

いてもスケールメリットがあると考えられる。

○消防費

消防費とは、消防職員にかかる人件費などである。

図１０及び表１３は、住民一人当たり消防費と人口の

関係を表している。人口１０万人まで、住民一人当た

り経費は大きく減少していき、人口１０万人を超えた

あたりから住民一人当たり１万１千円程度に収れん

していく。

消防費のうち補助費等の占める割合は４７.７％、人

件費の占める割合は４４.４％で、人件費と補助費等が

費用の大半を占めている（表９）。補助費等のうち一

部事務組合に対する負担金の占める割合は８３.９％で

あり、その大半は人件費であるため、実質的には、

費用のほとんどが人件費であるといえる。

なお、「市町村の消防の広域化に関する基本指針」

（平成１８年７月１２日消防庁告示第３３号）では、管轄

人口の観点から言えばおおむね３０万人以上の規模を

一つの目標とすることが適当であるとされている。

これは、住民サービスの向上（①初動の消防力、増

援体制の充実②現場到着時間の短縮）、人員配備の効

率化と充実（①現場要員の増強②予防業務・救急業
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図９　住民一人当たり清掃費と人口の関係

表１２ 住民一人当たり清掃費

図１０ 住民一人当たり消防費と人口の関係

表１３ 住民一人当たり消防費
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務の高度化・専門化）、消防体制の基盤の強化（①高

度な消防設備、施設等の整備②適切な人事ローテー

ションによる組織の活性化）の観点からである。

消防費については、ばらつきはみられるものの、

人口１０万人ぐらいまでは経費の削減効果が特に大き

いので、まず１０万人以上の人口規模による実施を目

指すのが適当ではないだろうか。広域化の手法とし

ては、市町村合併はもちろん一部事務組合や事務の

委託などが考えられる。実際、防災分野における一

部事務組合は、８４２件（前掲調査）と環境衛生分野

に次いで多い。

○小・中学校費

小・中学校費には、小・中学校関係の教職員に係

る人件費（市町村負担分のみ）、一般需用費などが含

まれる。なお、教職員に係る人件費のほとんどは都

道府県の負担であるため、今回の分析対象には入っ

ていない。

また、児童・生徒数一人当たり経費を考察するこ

とにより、小・中学校のサービスを直接受けている

対象との相関関係をみることができるが、今回は、

事業の広域化という観点から、他の費目と同様、住

民一人当たり経費により考察した。

図１１及び表１４は、住民一人当たり小・中学校費と

人口の関係を表している。人口１０万人の手前あたり

までは大きく減少し、そこからほぼ横ばいとなる。

小・中学校費のうち物件費の占める割合は６４.１％と

半分以上を占めているため、住民一人当たり物件費

と類似したグラフとなる（表９）。

小・中学校については、明治の大合併で、一つの

村に少なくとも小学校を設置できるよう８００人以上を

目途に合併が進められ、昭和の大合併で、一つの町

村に少なくとも中学校を設置できるよう８,０００人以上

を目途に合併が進められた。

図１２は、住民千人当たり小・中学校数と人口規模

との関係をみたグラフであるが、やはり地理的要件

等もあり、人口の少ない団体のほうが住民千人当た

り学校数は多くなっている。そのため、一定水準へ

の広域化は有効であると考えられる。

広域化の手法としては、市町村合併はもちろん、

事務の委託なども考えられる。子どもの人数に応じ

て学校を新設・廃校したり、増改築したりするより

も、広域的に捉え、他の地方公共団体に委託するこ

となども、場合によっては検討に値する方法である。
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図１１ 住民一人当たり小・中学校費と人口の関係

表１４ 住民一人当たり小・中学校費

図１２ 住民千人当たり小・中学校数と人口の関係
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○まとめ

以上、５つの目的別経費において考察を行った。

経費により多少の差異はあるものの、ほとんどの費

目において、人口１０万人までは特に大きく経費が減

少することが見てとれる。効率的行政という観点か

らは、当面、それぞれの状況に適した手法を用いて、

人口１０万人以上の規模への事業の広域化を目指すべ

きであろう。

最後に、広域化によってどの程度の財政効果が見

込めるのかを今回の分析をもとに、簡単に試算して

みたい。今回分析を行った５つの経費について、人

口７万５千人（５万～１０万人の中間）の団体が、広

域化により、人口１５万人（１０万～２０万人の中間）規

模並みに一人当たりの経費を引き下げたとすると表

１５のような効果額が得られる。もちろんこれは単純

な計算であり、現実にこれだけの効果があるとは限

らないが、少なからず財政効果があることが見て取

れる。

なお、議会費や徴税費は、団体間のばらつきが小

さく一定の額に収れんしていくのに対して、清掃費

や消防費については、非常に大きなばらつきがみら

れた。地理的・社会的要因による差もあるだろうが、

これらの行政分野は、特に、広域化も含めた行財政

改革による財政効果が期待できる分野であるといえ

よう。

大阪府内の市町村では、これまで、厳しい財政状

況のもと、行財政改革に取り組んできているが、自

団体の中だけで行う行革に、限界を感じている市町

村もあるのではないだろうか。

今回、目的別経費の分析を通じて広域化の可能性

を考察したが、今回取り上げた経費以外にも、広域

化は、多くの分野で有効であろうと思われる。その

手法も、本稿で紹介したもの以外にも、共同入札の

実施、電算事務の共同化、保育所の事務委託、教育

委員会の共同設置など、各地でいろいろなものが導

入されつつある。また、今回は、普通会計に係る行

政分野だけを取り上げたが、病院の広域ネットワー

ク化や水道事業などの広域化についても、今後、積

極的に検討すべきである。

究極の行革といわれる市町村合併には、非常に多

大な労力と時間を要する。もちろん事務の広域化に

当たっても、他団体との調整は容易ではないだろう。

しかし、自団体の中だけの行革に限界を感じたとき、

それを打開する方策の一つとして、広域化は有効な

一手になりえるものであり、積極的に検討する価値

があるのではないだろうか。
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表１５ 広域化による効果額（人口７万５千人規模）
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